
確認欄

16

※保育認定を希望される方は裏面もご確認ください

認定申請が集中し審査に時間を要する場合は、申請後３０日を超えて結果を通知することがあります。

14

修正申告等で税額に変更がある場合は必ず保育課へ申し出てください。保育料の変更は現年度内に限り遡及適用
し、副食費は変更が確認できた翌月から再判定します。また、市民税未申告であった方が申告を行った場合も同様に
取扱います。

15
入園後３０日間施設の利用がない場合は、施設を利用する必要がないものと判断し、原則として退園となります。また、
登園されていない間も在籍扱いになりますので、保育料はかかります。

12
利用中の施設や地域で感染症が流行している場合、感染拡大防止のため、一定期間登園を控えていただくことがあり
ます。

13
施設は、お子さんの安全管理に最大限努めますが、集団生活を行う中で成長にあった活動や子どもの育ちにとって必
要な活動を行う過程では、十分な注意を払ってもケガが生じるリスクがあることをあらかじめご理解ください。

10

次の①又は②の場合はひとり親とはみなさず、ともに保育料及び副食費算定上の扶養義務者となります。また、保育を
必要とする場合は証明書の提出も必要になります。
①父母の離婚が成立していても、同居している場合や住民票上同一の場合

②お子さんの実父母ではない方や、婚姻関係にない方であっても同居している、住民票上同一である、子の保護者と

考えられる等の場合

11
利用者の思想、信仰は自由ですが、他の利用者に対する宗教活動、政治活動及び営利活動はご遠慮ください。なお、
施設では宗教食等の対応はできません。

8
保育料や副食費についての決定は、世帯にかかる市区町村民税所得割額（以下、「所得割額」という）によって決まり
ます。祖父母やパートナーと同居や住民票が同一の場合、条件により所得割額を合算して算定します。算定に当たって
は、市が父母及び同居者の市区町村民税の情報を確認いたします。

9
収入の未申告や課税資料の未提出等の理由で保護者の所得割額を確認できない場合、０～２歳児クラスのお子さん
については保育料を最高階層で、３歳以上のお子さんについては副食費徴収で決定いたします。

6

より適切な教育・保育を提供するため、発達状況等で配慮が必要となる場合は、健康状態・発達の状況・集団生活の
様子等の情報を次のとおり取り扱います。
特定教育・保育施設及び市の関係部署（子ども相談課、子ども支援課、健康づくり支援課、社会福祉課など）との共
有は、適切な保育・支援のために必要な範囲で行います。
療育施設・医療機関その他の外部機関（他市区町村を含む）との共有や、これらの機関へのご案内は、右の確認欄に
チェックし、同意していただいた場合に限り、次の範囲で行います。
・共有する情報：健康状態・発達の状況・集団生活の様子に関する記録・資料
・共有先：療育施設・医療機関・他市区町村など市以外の機関
利用開始後も、在籍施設からの申し出により状況を確認し、お子さんの最善の利益の観点から、必要に応じて他の支
援の選択肢をご相談することがあります。なお、法令に基づく場合や、お子さんの生命・身体の保護のために必要で同
意を得ることが困難な場合は、同意の有無にかかわらず情報を共有することがあります。

7

施設は集団生活の場です。お子さんが安心して過ごせるよう、施設の「きまり」（送迎時間を含む）や施設と確認したお
子さんの健康状態への配慮について、保護者の皆さまのご協力をお願いいたします。
ご協力いただけない状況が続き、お子さんや他の児童の安全な集団生活の維持に支障が生じる場合には、まず施設
と保護者で話し合い、解決に向けて取り組みます。なお集団生活の継続が困難であると判断せざるを得ない場合に
は、継続利用の可否について検討することがあります。

5

お子さんにアレルギーや疾病がある場合や発達面で配慮が必要な場合には、適切な対応を行うため必ず事前にお申
し出ください。 事前に相談がない場合や受け入れ体制が整わない場合、お子さんの体調次第では、施設の利用決定
まで時間がかかることがあります。また、必要に応じて医師による所定の書類を提出していただく場合や、アレルギー対
応が困難なときには、保護者に食事の一部又は全てを持参していただく場合があります。施設や市で把握している状
況に変更があった場合は、変更内容を速やかに報告してください。

2
提出された書類は返却できません。市で複写は行っておりませんので、必要な場合は、必ず事前にご自身で写しをとっ
てください。また、郵送で書類を提出した場合、未着や同封漏れについては市は責任を負いません。

3
提出された書類について、施設と情報を共有いたします。保護者が就労している場合、勤務先等の証明者に問い合わ
せることや、申込み内容の状況確認のため、ご自宅への訪問にご協力いただくことがあります。
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　必ず全ての項目をお読みいただき、確認欄にチェックのうえ、ご署名をお願いいたします。

　★お申込み手続き上の確認事項

1
希望する施設は必ず事前に見学をし、説明を受けてください。特に私立の施設は教育・保育の目標や保育料以外の実
費徴収額（延長保育料や給食費、施設服など）に違いがあります。詳細は各施設にお問い合わせください。

4
申請内容が事実と異なる場合、認定や利用の承諾を取り消すことがあります。就労状況や家族構成等についても正確
に記載・申告してください。利用開始後も、提出した書類の中で内容に変更が生じた場合は、速やかに施設又は保育
課で手続きを行ってください。



確認欄

3

5

　　　年　　月　　日 （本人署名）保護者氏名　　　　　　　　　　保護者氏名

　　　祖父母と同居の場合（本人署名）祖父母氏名　　　　　　　　　　祖父母氏名

15 給付認定は、施設の利用を保証するものではなく、利用調整の結果希望の施設を利用できない場合もあります。

※確認及び同意いただいた内容について変更が生じた場合や、ご不明な点がある場合は、事前に保育課にご相談ください。

認定及び施設の利用申込みにあたり、上記の事項について確認及び同意しました。

13

保育の必要性の認定で示された時間（保育標準時間・保育短時間）と実際に施設でお預かりする保育時間は異なり
ます。実際の保育時間は、保護者の就労時間など、実態に応じたものとなり、利用決定後に施設長が決定します。申請
時間内での送迎をお願いいたします。

14

延長保育の利用は、各施設で申込みをしてください。お子さんの健康状態や保護者の就労等の実態によっては、延長
保育の利用が制限されることがあります。なお、６か月未満児や発達面で配慮が必要となるお子さんについては、教
育・保育給付認定された保育必要量にかかわらず、お子さんの状況により、お預かり時間を相談させていただくことが
あります。

11

同世帯に身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳又は療育手帳をお持ちの方がいる場合、特別児童扶養手当の
支給対象者がいる場合、障害基礎年金を受給している場合、又はひとり親の場合、階層によっては保育料が減額にな
ることがあります。保育料を変更する場合は申請が必要です。提出書類などは保育課にお尋ねください。※申請後、事
由が発生した翌月からの適用になりますが、年度を越えての保育料の変更はいたしません。

12

過去の保育料を滞納している場合は、利用調整上不利になります。また、保育料を納入しない場合は、督促状・催告状
が交付されるほか、市から保護者や事業所に問い合わせや訪問を行うことがあります。なお、分納誓約の提出を求め
ることや、児童手当からの特別徴収の実施、財産の差し押さえ等の滞納処分を行うことがあります。また、保育料の収
納情報を必要に応じて保育園等に提供します。

9
保育施設等の運営に要する費用は、保育料によって賄われますが、国・県・市が不足分を負担しています。保育料は、
児童福祉法により保護者（扶養義務者）に負担していただくもので、入園と同時に納付義務が生じます。

10
保育料は、原則として１か月単位ですが、月の途中で入園（産休明け）・退園した場合は、日割にて保育料を負担して
いただきます。

7
育児休業中は、在籍中に弟妹の出産のために同一の事業主との雇用関係を継続したまま休業する場合に限り、上の
お子さまは「保育短時間」で継続利用できます。育児休業中に離職・転職する場合（雇用関係が継続しない場合）は
対象になりません。継続利用できる期間は、出生児が3歳に達する日の前日までです。

8
産休・育休明け予約での入園については、常時雇用されており、労働基準法などに定める産前・産後休暇、育児休業
（以下産休・育休という）を取得する保護者が、解雇されずに、スムーズに職場復帰できるようにするための制度です。
そのため、同一の職場に復帰しない場合は、予約を取り消します。

転職した場合は、退職日の分かる証明書と新しい就労先の就労証明書を提出してください。退職から勤務開始まで期
間が空く場合は、求職活動の認定となります。求職活動の認定は、原則として1年につき1回、求職期間終了後1年間
は再度の求職認定（再入園を含む）を行いません。

6
小学校入学までの継続利用を保証するものではなく、保護者が保育を必要とする状況にある場合に限り認めることか
ら、保育の必要性がなくなった場合は、原則として認定取消（利用解除）となります。
また、毎年１回行う認定状況の確認において、継続書類の提出がない場合は、同様に認定を取り消します。

2

出産月を挟んだ前後２か月（多胎児は前４か月）の間の新規申込みは、他の認定事由があっても妊娠・出産の認定に
なり、利用の承諾は妊娠・出産の認定期間のみです。幼稚園、認定こども園に在籍するお子さまが満３歳以上の場合
は教育認定に変更になります。その後に保育を必要とする事由が生じた場合は、改めて入園申込みや認定変更が必
要です。

教育・保育2・3号の申請は、保育を必要とする事由により点数を付けて利用調整を行っています。審査の公平性を確
保するため、その要件及び点数は一定期間継続する必要があります。申請した事由が1か月間継続せず変更となり、
保育を必要とするいずれの事由にも該当しなくなったときは、原則として入園取消又は退園となります（幼稚園・認定こ
ども園に在籍するお子さまが満３歳以上の場合は、教育認定に変更）。また、いずれかの事由に該当していても、不正
の手段による認定や公平性を著しく害する作為的な申請が判明したときは、同様に取り消すことがあります。

4

求職中で申込みをされた場合は、利用開始後1か月以内に月64時間以上（休憩時間を除く）の就労を開始し、「就労
証明書」を提出してください。期限までに就労証明書のご提出がない場合は、原則として退園となります（幼稚園・認
定こども園に在籍するお子さまが満３歳以上の場合は教育認定に変更となります。）。なお、求職活動での新規入園は
私立のみの受付です。

　★保育認定の方の確認事項

1
提出期限までに必要な書類が提出されない場合、審査を行うことができないため、原則として翌月以降の審査となり
ます（入園保留通知の申請についても同様です。）。


